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本研究では羽田空港の南風時運用を対象にターミナル空域における到着間隔制御と滑走路のおける離着

陸処理の統合型シミュレータを開発し，主に離陸機数予測をもとにした到着間隔制御と離陸滑走路の動的

指定による遅延軽減および容量拡大効果に関して定量評価を行った．分析の結果，到着間隔制御の方法に

よって滑走路運用で生じる遅延が一定程度改善効果があることを明らかにし，またその改善効果が容量拡

大効果としてどの程度可能性があるかを明らかにした． 
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1. はじめに 
 
我が国の航空需要は国際線を中心に今後も増加傾

向が予測され，首都圏や一部地方の混雑空港におい

ては航空会社からの発着希望に応えきれず容量不足

が問題となっており，混雑が要因の一つと考えられ

る航空機遅延もここ数年悪化傾向が続いている1)．

抜本的な容量増加や遅延軽減のためには滑走路増設

などの空港整備が必要であるが，一方で既存ストッ

クを 大限活用した運用面での容量拡大方策の検討

も重要と考えられる．航空管制の運用面における主

な方策としては，出発到着航空機の戦略的な順序付

け（Scheduling）と入れ替え（Position Shifting: PS）
による混雑空港の滑走路容量（スループット）の拡

大可能性に関する研究が様々なされている．例えば，

PS数制約を考慮した 適化（Trivizas2)，Balakrishan, 
et al.3)，相原ら4)，など）や，出発時刻等の不確実性

を考慮した 適化（Solveling, et al.，20115)，など）

がある．一方で，実運用への適用に関して，特に到

着機の管制運用上，困難であると指摘されることも

多く，特に，同経路上の PSが困難であること

（Balakrishnan, et al.6)），スケジューリングと指示

のタイミングを適切に考慮できないこと（いつ望ま

しい順序を決め，いつどのように個々の到着機に指

示をすればよいか）（Solveling, et al.5)）などが指摘

されている．実運用上では，ヒースロー空港のよう

に複数のホールディング・スタック（特定地点での

空中旋回待機場所）から着陸機を選択して一つの

終進入経路に誘導する際に，後方乱気流間隔の観点

からスループットが 大化するような順序付けを行

っているが7), 8)，これは複数のホールディングで一

度到着機を滞留させているために実行可能な方法で

あるとも言える．このように到着機のPSは現時点で

は困難が伴うが，出発機と到着機のPSは，出発機が

滑走路脇で地上待機できることから比較的容易だと

考えられる．つまり，出発機数と到着機数の状況を

逐次判断しながら，到着間隔を制御し，離着陸の順

序付けの観点のみからスループットを向上すること

になる．1本の滑走路を離着陸で共用する場合や，

羽田空港のように異なる滑走路間で離着陸が従属運

用になるケースで，そのような順序付け戦略の効果

が期待される．特に羽田空港では，容量制約が厳し

い南風運用時に1本の着陸滑走路と2本の離陸滑走路

が相互従属運用になっており，この離着陸の順序付

けおよび到着機の間隔制御によって比較的大きく滑

走路処理効率が変動する可能性がある．そこで平田

ら9)は，羽田空港の南風運用時を対象に，離陸機数

の予測とそれに応じた到着機の間隔制御が空港全体

で見た時の滑走路処理容量にどのように影響するの

かを評価可能な新たなシミュレーションを開発し，

到着間隔制御の方法の違いや離陸機数予測の不確実

性が処理効率（遅延時間）に与える影響の分析を行

った．さらに離陸機の動的滑走路指定による遅延軽

減効果を示した．本研究は平田らで開発したシミュ

レータを活用し，離陸機数予測と到着間隔制御，お

よび離陸機の動的滑走路指定によって軽減できる遅

延量を容量拡大に活用した場合の分析を行うことを

目的とした．  
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2.  羽田空港の管制運用と到着間隔制御の実態

解析 
 
(1)  羽田空港における滑走路運用の概略 

羽田空港は4本の滑走路があり，大きく分けて北

風運用と南風運用の2つの方式で運用され，南風運

用時の方が容量制約が厳しい10)．図-1に示す通り，

南風運用時はB・D滑走路が到着専用，A・C滑走路

が離陸機専用で運用され，飛行方面別に使用滑走路

が決まっている．これは方面別滑走路方式と呼ばれ，

これにより空域での飛行経路の交錯を回避している

が，一部例外もある．ここで，D滑走路着陸機（以

後D着陸）とA・C滑走路離陸機（以後，A・C離陸）

が相互従属運用となっている．つまりD着陸の間を

縫ってA・C離陸を処理することになるが，D着陸の

間隔設定とA・C離陸の需要のバランス状況に応じ

て，滑走路全体で見た時の処理効率上のロスが一定

程度は発生してしまう．なお，B滑走路到着機につ

いてはA滑走路離陸機と一部従属関係になる場合も

あるが，A滑走路の離陸滑走開始地点を調整するこ

とで独立運用されることも多く，本研究では簡略化

のためB滑走路は独立運用と仮定して分析からは除

外した． 
 

  
図-1 羽田空港の南風時の滑走路運用 

 
(2) 到着飛行経路 

 図-2は国土交通省から公表されている我が国の航

空機の飛行軌跡データであるCARATS  OPEN DATA 
(2014年度の42日分のデータ)から羽田空港南風運用

時のD滑走路到着機を抽出し描いた軌跡図である．

図中のローマ字5文字の点はFIXと呼ばれ航空機が飛

行する標準的な経路を構成するための通過点であり，

北から到着した航空機はSTONEと呼ばれるFIXから

羽田のターミナル空域に進入する．ターミナル空域

は羽田空港を離着陸する航空機の順序付けや間隔制

御を行う空域である．それ以前はエンルート空域と

呼ばれ比較的高い高度を巡行する航空機を管制する

空域でターミナル空域とは別の管制機関が管制を行

っている．図を見て分かる通り，STONE通過後に西

方に旋回してDREADとDATUMを通過する経路や，

STONEからDATUMに直行する経路など，これら3
つのFIXに囲まれた空域で経路が様々変動している．

航空局へのヒアリングから，前者の旋回経路が特に

管制指示のない場合に飛行すべき他経路との競合を

避けた標準経路であるが成田空港発着機との経路競

合が許せば後者の直行経路なども使用して飛行経路

について管制指示を行うとともに，（明確な方式は

ないが）羽田空港の出発機数の大小をマクロに見な

がら到着機の間隔をラフに調整することもあるとの

ことであった．なおこの範囲外は他の経路との関係

でベクタリング（管制官が飛行方位を指示すること

で飛行経路を変更させること）は基本的に行わない

が，稀に範囲外にも飛行させているケースも存在す

る．図-3はSTONE-DATUM間の飛行距離のヒストグ

ラムであるが，実際にはSTONE-DATUM間の 短経

路である30NM（海里：1MN=1852m）程度で飛行す

るケースが多く，次に標準経路であるDREAD経由

の経路（35NM程度）やその間の経路も比較的使用

されていることから，比較的自由度高くベクタリン

グができるとも考えられるが，正確にはその時々の

周辺条件にも依存するので精査が必要である．なお，

間隔制御と離陸機数との関係に関する実態解析結果

については別稿9)を参照されたい． 
 

 
図-2 D 滑走路到着機の飛行軌跡の例 

 

 
図-3  STONE-DATUM 間の飛行距離の分布 

  
以上を踏まえ，到着間隔を離陸機数を予測し，よ

り積極的に制御したり，逆に離陸機自体の使用滑走

路をより柔軟に変更することで，どの程度このよう

な損失を 小化し，滑走路全体の遅延を軽減または

容量を増加させることができるか，次章以降でシミ

ュレーション分析を行う． 
 
 
3.  離陸機数予測と到着間隔制御を考慮した滑

走路運用シミュレーションの開発9) 
 
(1) シミュレーションの概要 
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本省では先行研究9)で開発を行ったターミナル空

域と滑走路運用の統合シミュレータの概略を紹介す

る．シミュレーションの概要を図-4に示す．主な特

徴は実際の管制運用における管制官の意思決定を想

定し，時々刻々と変化する出発機の状況を考慮して

到着機の間隔制御を模擬する点である．より具体的

には，到着機がターミナル空域に入るSTONE通過時

を意思決定のタイミングとし，その時点で使用可能

な確定情報と予定情報により，当該到着機が着陸す

るであろう時刻に離陸待機状態にある離陸機数を予

測し，到着間隔を決定する，という点が 大の特徴

となる．シミュレーションでは，到着管理空域をエ

ンルート部（空域Ⅰ）とターミナル部（空域Ⅱ）に

分割しつつ，その境界を変更できるようにし，着陸

間隔調整の自由度の影響を評価できるようにした．

空域Ⅱにおける着陸間隔調整はA・C滑走路で関連

するであろう離陸機数と離陸に必要な 低到着間隔

を予測するモジュールを内包させ，その数に応じて

着陸間隔を任意に調整するアルゴリズムを開発した．

以下，各モジュールごとに概略を説明する． 
 
(2) 航空機の発生と飛行および地上走行時間 

 まず，航空機の発生は実績のダイヤを参考に設定

している（図-5）．まず，出発機は2017年1月30日
のダイヤの出発時刻と実際の出発時刻（実際の遅延

時間）を入力し，シミュレーション上では実際の出

発時刻にスポットアウトするよう設定した．予定時

刻データは予測行為の際に使用している．各フライ

トには使用ターミナルや飛行方面をもとに使用滑走

路データを割り当て，後述の滑走路占有時間の算出

に必要な後方乱気流区分（Heavy機，Medium機）も

付与している．出発機の地上走行時間は観測値を踏

まえ対数正規分布で近似してランダムに与えた． 
到着機の発生は空域Ⅰの始点で発生し，発生時刻

はダイヤ上の時間帯別1時間機数をもとに，発生間

隔は指数分布でランダムに与えた．STONEからター

ミナル空域に入域する際には，現状の運用ルールと

同様に先行機との 低入域間隔を設定できるように

し，現状を参考に180秒と設定した．つまりそれ以

下の間隔で発生した場合は180秒間隔になるように

STONE手前の空域Ⅰで遅延が生じることとなる．

STONE到着時に離陸機情報をもとにベクタリング量

（飛行経路変更による遅延量）を決定するが，ベク

タリング完了後（遅延時間分を飛行後）は，実績飛

行時間をもとに，すべての機が20分で着陸すること

を仮定した． 
 
(3) 離陸可能機数の予測 

到着機がSTONEを通過した際に当該到着機が着陸

する時刻までに，どの出発機が離陸可能になってい

るか，つまり離陸滑走路端に到着している機数を計

算しており，その機数をもとにSTONE以降のターミ

ナル空域における到着間隔を調整できるように設定

している．ここで，到着機がSTONEから着陸するま

で約20分弱程度必要であるため，関連する離陸機数

については一定程度の予測行為が必要となる．そこ

でSTONE到着時の関連離陸機数（離陸待機機数）の

予測のための各出発機の離陸可能時刻の予測は，各

出発機のその時点の状態別に，基本的に以下の情報

をもとに行うことを仮定した（図-6）． 
① スポットアウト前の出発機：出発予定時刻

（SOBT：Scheduled off-block time）+平均走行

時間 
② スポットアウト後で地上走行中の出発機：出発

時刻（AOBT：Actual off-block time）+平均走行

 
図-4 シミュレーションの概要 

 

 
図-5 時間帯別発生機数（A・C 滑走：出発，D 滑路

走路：到着） 
 

 
図-6 離陸待機機数の予測方法 
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時間 
③ 滑走路脇で待機中の出発機：そのまま離陸可能

機にカウント 
実運用で離陸時刻を予測する際には，出発時刻と地

上走行時間（出発から滑走路到着までの時間）に不

確実性を伴い，予測した時間には誤差が生じ得る．

ここで，特に出発時刻の遅延が比較的大きいため，

その遅延時間による予測誤差が滑走路の使用効率に

影響することとなる．例えば，出発遅延のために，

予測した離陸可能機数より実際の離陸可能機数が小

さくなれば，余分な到着間隔制御を行う結果となり，

その結果遅延が悪化することとなる．  
 

(4) 予測離陸機数に応じた到着間隔制御と滑走路

処理 

次に，離陸可能機数を上述の方法で予測した後は，

その機数に応じて到着間隔の調整量を決定すること

となる．離陸滑走路はA・C滑走路の2つが存在する

ため，間隔調整量の判断時にどの滑走路の離陸待機

機数を参照するのかで滑走路処理効率が変化する．

このため，到着間隔制御時の予測離陸待機機数の参

照方法を以下の3ケースにした． 
① 少ない滑走路：予測離陸待機機数が少ない滑走

路 
② 両滑走路（平均）：両滑走路の予測離陸待機機

数の平均値 
③ 多い滑走路：予測離陸待機機数が多い滑走路 

次に，離着陸処理の 低間隔（滑走路占有時間）

については管制方式基準や離着陸速度のバラつきを

考慮した間隔を既存研究11)をもとに設定している．

計算のアルゴリズムとしては，「制御後の到着機間

隔」と「地上で待機している離陸機が離陸するのに

必要な 低間隔」を比較し，条件を満たせば離陸さ

せている．前述の通り，到着間隔制御は間に挟む離

陸機を予測し，その機数に合わせている．正確には

それらの機が離陸できるための間隔を後方乱気流区

分を考慮した順序付けも考えて間隔を制御している

が，前述の予測誤差のため，実際に挟めた離陸機数

とは乖離が生じ，挟めなかった離陸機は次の到着機

の後に回され，その後の機材も玉突きで遅延する可

能性がある．その場合は，各到着機がSTONEに到着

する時点ごとに，予測段階で設定される離陸機の挟

まれる予定位置を逐次更新するアルゴリズムとして

いる．また，空域Ⅱにおけるベクタリング量の上限

を設定できるようにしており，以降の分析では前章

で紹介したSTONE以降の 短経路と遠回り経路の差

に相当する150秒と，上限制約を緩和した900秒の2
種類で分析を行っている． 

以上のシミュレーションから，アウトプットとし

ては各航空機の遅延時間やベクター量などが算出さ

れ，それらが時間帯ごとで評価可能である．各シナ

リオでのシミュレーションを100回試行し，遅延時

間などの指標はその平均値で評価する． 
 

 

 

4 シミュレーション結果 
 

(1) 到着間隔制御方法と予測の不確実性の影響9) 

 図-7は，到着間隔制御を行わない場合，つまり，

STONEに到着したままの間隔で処理した場合と比較

して，離陸機数の予測をもとに到着間隔制御を行っ

た場合にどの程度遅延時間に変化があるか分析した

結果を示している．ここで離陸機予測において不確

実性がない場合，つまり，離陸可能時刻が完全に分

かっていると仮定して予測を行った場合の結果も比

較のため示している（図中の「間隔制御あり（確

実）」）．なお，ベクタリングの上限は150秒で，

到着間隔制御で参照する離陸機数はA・C離陸機数

の平均とした場合の結果を一例として示している．

まず，「間隔調整なし」条件では空域Ⅱに入域する

際の 低間隔調整のためのみで間隔調整を行うため

空域Ⅰでのみ遅延が発生しており，「間隔調整あり

（不確実・確実）」条件では予測した離陸機数に応

じて空域Ⅱにおいても間隔調整を行うため，それに

応じて空域Ⅱでも遅延が生じている．また，離陸機

数予測をもとにした到着間隔制御による離着陸順序

付けにより，離陸機数に応じた効率的な到着間隔が

生成されトータルの平均遅延が一定程度軽減するこ

とが分かる一方で，予測の不確実性により遅延軽減

効果が低下していることも分かる．これは，前述の

通り，出発時刻等の不確実性により，STONE到着時

点での予測段階で想定した離陸可能機数と実際の離

陸可能機数に乖離が生じ，結果として離陸機処理に

ロスが生じることが原因である． 
 

 
図-7 到着間隔制御の有無・離陸機予測精度による

滑走路別の航空機遅延結果の差（ベクタリング上

限：150秒，参照離陸滑走路：平均機数） 
 
表-1には，ベクタリング量の上限，予測精度，到着

間隔制御で参照する離陸滑走路，を変更した場合の

結果一覧である（全滑走路の平均遅延のみ）．この

結果から分かる通り，概して，ベクタリング量の上

限は短い方が，予測精度は確実な方が，また参照す

る離陸滑走路は離陸機数が少ない方に合わせた方が，

遅延時間が小さい傾向にある．一方で，ベクタリン
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グ上限の制約を緩和した方がより柔軟に離陸機数を

処理するための間隔調整ができるので処理効率が高

そうであるが，より柔軟に，より多くの離陸機数を

挟もうとすると，予測誤差の影響の感度が上がり，

逆に遅延が悪化していると考えられる．つまり，予

測誤差がある程度以上想定される場合には，なるべ

く離陸機を滑走路脇に一定程度滞留させ，処理効率

上のロスが発生しないような到着間隔制御が望まし

いことを示唆している． 
 
 

表-1 様々な条件下での平均遅延の結果の比較 

 
 
 
(2) 離陸滑走路の動的指定の効果9) 

前述の通り，現在の羽田空港では空域での飛行経

路の交錯を避けるため，到着空港への飛行方面別に

使用する滑走路を限定する「方面別滑走路」を採用

している．南風運用時には，主に西方面の離陸機を

A滑走路，北方面の離陸機をC滑走路としているた

め，シミュレーション上の離陸機の発生も実績のダ

イヤをもとに飛行方面別に使用滑走路割り当ててい

る．飛行方面別に使用滑走路を振り分けると，離陸

比率は航空局が設定する容量比率（A:C＝22:18）12)

に必ずしも適合していない時間帯も多い．また，

時々刻々の遅延の状況に応じて離陸滑走路間で需要

のアンバランスが生じ，到着機間に挟む離陸機数に

も差異が生じる結果として，処理効率上のロスが発

生し，遅延が悪化することが考えられる．そこで，

本研究では，離陸機数をリアルタイムに予測するア

ルゴリズムを援用して，時々刻々のA・C滑走路の

離陸機数バランスを取れるように，動的に離陸滑走

路を指定・変更したら，どの程度の遅延軽減効果が

あるか分析を行った．なお，動的に離陸滑走路指定

する際には，出発機が出発する際に滑走路で待機し

ている機と待機が予定されている地上走行機を足し

た機数を比較し，空いている方の滑走路を指定する

ことでバランスをとるようにした．分析結果を表-2

に示す．この結果から，動的離陸滑走路指定により

遅延が大きく低減できていることが分かるとともに，

予測の不確実性の負の影響も低減されていることが

分かる．離陸交通量が2本の滑走路でバランスする

ことで，予測の不確実性のためにロスが生じる機会

が減ることが示されている．なお，動的滑走路指定

の目標として均等な需要バランスになるケースの他

に，航空局で空港計画段階で公表している滑走路別

の容量比率（ここではA:C=3:2と仮定）で分析した

結果も併記しているが，均等の場合とほぼ差はない

が，均等にした方が平均的に遅延が小さいことが分

かる．A滑走路とC滑走路を比較した場合，C滑走路

離陸機の方がD滑走路着陸機との管制間隔上，後方

乱気流間隔のペナルティが必要となるため，容量を

減じているが，到着間隔制御を適切に行えば，均等

に需要を配分した方が処理効率が高い可能性も示唆

される．なお，現在，関東ターミナル空域の広域化

とともにポイントマージシステムと呼ばれる到着機

の効率的な処理のための管制方式の導入設計が進め

られており14)，これにより到着機の方面別需要をよ

り柔軟に管理運用できるとともに，現在検討されて

いる羽田空港機能強化のための新たな飛行経路設定

では出発機の方面別需要も従来の方面別比率から変

更されることが検討されているため15)，今後は方面

別滑走路制約についても一部緩和できる可能性も示

唆され，もし空域における飛行経路の交錯を安全に

処理できることを前提に方面別滑走路制約の緩和が

可能となれば，本研究で示した動的滑走路指定の実

現可能性も一定程度あると考えられる．一方で，動

的に使用滑走路を変更することは，航空会社側にお

いても事前に複数の離陸滑走路に対応した飛行計画

を準備する必要があると考えられ，その追加的な作

業負荷があるとすれば，その負荷に対して遅延軽減

もしくは容量増加の効果が十分大きい必要がある． 
 

(3) 滑走路容量拡大効果からみた運用改善策の

評価 

 本節では前節までで分析を行った遅延軽減方策に

ついて，それら方策を適用前の遅延レベルを許容で

きると仮定した際に，容量拡大効果としてはどの程

度の効果があるか分析，評価を行う． 
 シミュレーション分析の方法としては，遅延軽減

方策適用ケースにおいて，全ての時間帯で均等に交

通量を増加させ，その際の平均遅延量を算出し，遅

延軽減方策がないベースケース時の平均遅延量と比

較する．また，一定時間で処理できた航空機数（ス

ループット）も容量評価の指標として活用可能であ

るが，交通量の時間変動も影響するため，両者を補

完的に使用する． 
 図-8はシミュレーション結果の一例を示している．

ここではベクタリング上限150秒，出発機の離陸時

刻予測は不確実，そして出発機の動的離陸滑走路指

定を行った場合に，各時間帯で交通量を1時間当た

り0.5機（2時間に1機），1機，1.5機，2機と増加さ

せた際の平均遅延量を示している．図中の赤線はベ

ースケースとして到着間隔制御なしの場合の平均遅

延量を示している．この結果からは，ベースケース

と同程度の遅延量を許容できるとすれば，1時間で1

ベクタリ
ング上限

予測精
度

参照離陸滑走路
平均遅延
（分/機）

多い滑走路 4.91
両滑走路の平均 4.97
少ない滑走路 4.99
多い滑走路 6.02
両滑走路の平均 5.56
少ない滑走路 5.49
多い滑走路 7.10
両滑走路の平均 4.71
少ない滑走路 4.48
多い滑走路 7.59
両滑走路の平均 6.24
少ない滑走路 5.61

6.95到着間隔制御無し

900

150

不確実

確実

不確実

確実
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機～1.5機程度は交通量を増加，つまり容量拡大が

可能であることを示唆している．その他の条件やス

ループットなどを含めたより詳細な評価結果は講演

時に報告したい． 
 
 

表-2 方面別滑走路制約の緩和による動的離陸滑走

路指定の効果 

 
 

 
図-8 交通量増加時の平均遅延量の変化 

 
 
5. おわりに 
 
本研究では，羽田空港の南風時の A・C・D 滑走

路を対象とし，ターミナル空域における到着機の処

理方法の特性や制約，さらに離陸機数の予測を加味

した滑走路運用シミュレーションを開発し，到着間

隔制御による離着陸順序付けの効果および，予測の

不確実性の影響について定量的に評価を行った．そ

の結果，離陸機数予測をもとに到着間隔制御を行う

ことで，到着間隔制御をおこなわないケースと比べ

て航空機遅延が有意に低減される可能性を示した．

一方で，離陸機の予測精度が低下すると間隔制御に

よる離着陸順序付けの効果も低下することを示し，

予測精度向上の必要性を示した．また，動的離陸滑

走路指定による遅延軽減効果も確認するとともに，

そのことによる離陸機予測の不確実性の影響を軽減

できることも示した． 後に，遅延軽減方策を適用

した際の容量拡大効果としての評価を試行し，考察

を行った． 
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AIRPORT CAPACITY EVALUATION BY INTEGRATED SIMULATOR OF 
TERMINAL AIRSPACE AND RUNWAY OPERATION 

 
Shion KUBO, Terumitsu HIRATA, Keita KINOSHITA 

 
The purpose of this research is to develop a prediction model of take-off time of departure aircratfs and to 
integrate it to the arrival spacing support tool for enhancing the efficiency of runway utilization at a con-
gested airport where departures and arrivals are operated inter-dependently. By using the integrated mod-
el for the case of Haneda airport with south-wind configuration, the effect of the dynamic departure run-
way assignment is analyzed and the importance of prediction accuracy of take-off time is discussed based 
on the simulation results. 
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